
大学の知を結集し、地域と共創する未来
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埼玉県立大学研究開発センター 10周年シンポジウム



埼玉県立大学では、陶冶・進取・創発を基本理念とし、保健・医療・福祉に関する教育研究の中核となって
地域社会に貢献することを使命としています。この使命の達成に向け、研究に関する方針を次のとおり定めま
す。

１．新たな保健・医療・福祉ニーズへの的確な対応など、地域の諸課題や時代の先端を見据えた実用的かつ実

践的な研究に積極的に取り組み、現場の課題を多面的な視点でとらえ、解決策を探求・提案します。

２．各教員が各々の専門分野における研究（基礎・応用研究など）に積極的に取り組むとともに、文部科学省

科学研究費助成金の採択、他機関との連携を視野に入れながら大型研究費の獲得を目指します。

３．産業界、他大学、行政機関等との連携を充実・強化し共同事業・共同研究を推進します。

４．あらゆる機会を活用して、研究成果を広く国内外に公表します。また研究成果は、学内教員や学生など

に公開して共有化を進めることで、学部、大学院の教育研究活動に反映させます。

５．行政機関や県民の抱える課題解決のための研究を推進するために弾力的な研究実施体制、また、研究者の

能力向上に向けた研究支援体制の整備を図ります。

埼玉県立大学の研究に関する方針



1 学内の研究能力を高めるとともに、研究に関する相談・
支援機能を強化する

2 外部研究費による大型研究を中心に据えた研究活動を
展開する

3 高い能力をもつ研究者を配置する

研究開発センター ２０１６年度開設

研究開発センターの方針



変遷

研究開発センターの歩み

2018年
地域包括ケア
推進セミナー
の定期開催

2020年
BCPに照らして

事業を展開
・「地域包括ケアマネジ

メント支援部門」設置
・「産学連携と研究シーズ」発行

2022年
URA機能の整備
埼玉大学との協定、
「教育・研究・地域連
携の一体的推進事業」

2024年
センター組織の

見直し
・先駆的・実践的な研究の

実施
・研究費配分並びに研究の

評価及び研究成果の公表
・研究活動の支援
・研究環境の整備
・産学官連携
・その他の研究の推進

副センター長ポストの新設

教授２名を中心
に学内の研究能
力向上の取組

2017年

2016年
研究開発センター

設立
・地域包括ケアシステム

に関するプロジェクト
研究に取り組む

・シンポジウムの開催

2021年
BCPに照らして

事業を展開
地域包括ケア推進セミナー「地域
の社会資源を知ろう」21回開催

2019年
自治体と連携した
地域包括ケア推進

の活動

2023年
学内研究活動
の支援強化

2025年

黎明期 展開期 躍進期 発展期



1. 地域格差からみた在宅死の要因に関する研究を通して、在宅での看取りを

支える地域包括ケアシステムを構築していく上での課題解決の方策の解明

2. 要介護高齢者が自分らしい生活を送れる生活行為の向上に関するマネジメ

ントの研究

3. 自治体や医師会等との連携による地域の実情に即した在宅医療・介護に

おける多職種連携研修プログラムの開発

4. 地域包括ケアシステムにおける薬局・

薬剤師の積極的な役割に関する研究

黎明期２０１６年度（１年目 ）センター設立 ── 地域包括ケア推進の産声



日程：平成29（２０１７）年2月3日（金）13：00～15：40

■基調講演

「人口減少社会を希望に －持続可能な福祉社会への扉」
広井 良典 氏（京都大学こころの未来研究センター教授）

■パネリスト発表

「地域包括ケアシステムにおける『規範的統合』のあり方」
筒井 孝子 氏（兵庫県立大学大学院教授）

「高齢者のQOD（死の質）を支え、看取る医療のカタチ」
鶴岡 浩樹 氏（日本社会事業大学大学院教授）

「地方創生と社会保障 －地域ケアへの多元的アプローチ－」
山崎 史郎 氏（元厚生労働省社会・援護局長、前内閣官房地方創生総括官）

■パネルディスカッション
パネリスト ：広井 良典 氏・筒井 孝子 氏・鶴岡 浩樹 氏・山崎 史郎 氏

開設記念シンポジウム

「2025年,さらに2035年を見据えて地域包括ケアシステムを考える」



◆ 地域包括ケアシステムに関する４つのプロジェクト研究を継続

◆ 研究開発センターシンポジウムを開催

◆ ２０１８年度から実施する新規プロジェクトの計画を立案

◆ 新たに設置された教授２名を

中心に学内の研究能力向上の取組

黎明期 ２０１７年度（２年目）専門教員の着任による体制の本格化



◆ 地域包括ケアシステムに関する5つ（継続2、新規３）の
プロジェクト研究を実施

◆ 研究開発センターシンポジウムを開催

◆ 地域包括ケア推進セミナー、地域包括ケアを推進するためのネット
ワーク会議の定期開催

◆ 研究者支援として
「研究支援ゼミナール」の定期開催

展開期 ２０１８年度（3年目） 事業の軌道化



■基調講演

「地域包括ケアの深化に向けた諸課題と対応策」 埼玉県立大学理事長 田中 滋

■ 第２部 シンポジウム パネルディスカッション

講演１「地域包括ケアシステムにおける入院医療のあり方」 迫井 正深氏（厚生労働省 大臣官房審議官）

講演２「多職種連携・協働上の諸課題と対応策 ―ケアマネジメントに焦点を当てて―」 川越 雅弘（埼玉県立大)

講演３「「地域共生社会」の理念と政策展開」 野﨑 伸一氏（厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室長）

講演４「地域包括ケアにおけるリハビリテーションの役割 ～私たちの実践～」斉藤 正身氏（医療法人真正会 理事長）

２０１８年度（３年目） シンポジウム 平成３０年１０月６日

田中理事長の就任により、埼玉県内全域へ
の地域包括ケアシステム普及のスピードが
決定的なものとなった



◆ プロジェクト研究（継続４、新規１）の実施

◆ 自治体と連携した地域包括ケア推進の活動

・受託事業（補助事業を含む）７件

・研修会「介護人材の確保・育成に向けた諸課題と対応策」
・地域包括ケア推進セミナー ２回開催
・地域包括ケアを推進するためのネットワーク会議開催

持続的な連携基盤の構築
自治体・各団体との協定締結により、次年度以降の支援体制を確立

◆ 学内研究支援活動
研究環境の整備；動物実験等に関する規定類の整備

動物実験施設の改修、社会調査室の設置など
セミナー開催を通じた研究者の育成・支援

展開期 ２０１９年度（４年目）自治体・地域連携の本格化



新型コロナウイルス感染症の影響からBCPに照らして事業を展開

コロナ禍における「研究の進化」とオンライン化の推進
◆ プロジェクト研究 3件の継続、1件を中断（２０２０年） 2件の継続、新規２件 （２０２１年）

◆ 現場を支える『地域包括ケアマネジメント支援部門』
を設置
・市町村支援

・地域包括ケア推進セミナー 21回開催

・地域包括ケアを推進するためのネットワーク会議
・シンポジウム「介護者支援の在り方」

◆ 学内研究支援の活動
・URA機能の整備に向けたURAポストアワードの先行配置（大型研究遂行支援部門）
・動物実験に関する外部検証の実施（公私立大学実験動物施設協議会）

英語論文は年間80編、科研費獲得も目標を大きく上回る82件（２０２１年度）

展開期・躍進期 ２０２０-２０２１年度（５-6年目）

逆境下での研究進化と、目標を上回る成果



◆ プロジェクト研究 4件（継続２、新規２）

教育・研究・地域連携一体的推進事業 3件

埼玉大学との「包括連携協定に基づく共同研究に関する覚書」 共同研究 3件
（ 大学間共同研究に関するマッチングや助成制度の整備）

◆ 地域包括ケアマネジメント支援部門
・市町村支援 ・地域包括ケア推進セミナー ・地域包括ケアを推進するためのネットワーク会議

◆ 学内研究支援の活動の拡充

・URA機能（※）の整備、プレアワードを配置し外部研究費獲得支援体制強化（外部資金獲得支援部門）

・研究助成団体からの研究助成金について学内管理規程の整備

・「研究支援ゼミナール」をオンデマンドにて定期配信、「研究推進セミナー」を、オンラインで実施 など

躍進期 ２０２２年度（７年目）

組織の高度化：大学間連携と外部資金獲得体制の確立

※研究者の研究活動の活性化や研究開発マネジメントの強化を支える業務に従事す人材



研究代表者 研究課題名
理学療法学科
准教授

小栢進也

学生主導による地域高齢者の膝の痛みに対する集団体操の実践
痛み焦点型と運動量焦点型リフレクションの運動効果の違い検証

理学療法学科
助教 （現 准教授）

村田健児

埼玉県立大学を拠点とする地域スポーツコミッションの基盤構築に向け
た取り組み -障害予防検診からスポーツと健康の教育・研究・活動を実
践する

健康開発学科
教授

北畠義典

健康なまちづくり －地域住民の企画運営と大学（学生を含む）のサポー
トのあり方－

２０２２年
「教育・研究・地域連携一体的推進事業」

事業の目標

1. 教員と学生がともに地域に入り込んだ教育活動・研究活動プロセス自体(対象・内容・成果・実施のための
行動等)がその地域における地域連携活動となることができる

2. 学生も教員とともに研究活動に主体的または補助的に携わることで、その研究活動が地域社会への貢献に
直結しているという意識を学生自ら育むことができる

3. 学生と教員が一緒に取り組む地域連携の活動地域をアクティブラーニング(課題発見・整理・対策案等の
学習・研究)の場とすることができる

本日
発表



◆ プロジェクト研究 継続３件、新規１件

教育・研究・地域連携一体的推進事業 ３件

埼玉大学との共同研究 4件

◆ 地域包括ケアマネジメント支援部門
・「地域包括ケア推進セミナー」・「地域包括ケアを進めるためのネットワーク会議」月１回オンライン開催

・埼玉県および県内自治体から受託した事業を実施

◆ 学内研究活動の支援
・URA機能の整備 ・奨励研究費やプロジェクト研究の募集や採択・研究進捗状況の管理

・学部研究費公募情報の提供 ・文部科学省科学研究費の申請・獲得を支援するためのセミナー開催

・大学間共同研究に関するマッチングや助成制度の整備

・「研究支援ゼミナール」8回と「研究推進セミナー」２回開催

躍進期 ２０２３年度（８年目）

大学間共同研究の拡大と一体的推進時事業の定着



◆ プロジェクト研究 継続2件、新規2件

教育・研究・地域連携一体的事業 2件

埼玉大学との共同研究 5件

◆ 研究力向上のための支援活動
・ URA機能の整備 ・ 文部科学省科学研究費の獲得支援

・ 研究支援ゼミナール と研究推進セミナー開催

・ 大学間共同研究の支援 ・ 大学内研究費の管理

・ 研究関連事業の募集や採択、研究進捗状況の管理

◆ 産学官連携強化に向けた活動

・共同研究21件、受託研究９件の調整、契約、管理

・知的財産権の申請・管理２件・展示会、マッチングイベント出展など

発展期２０２４年度（９年目）
センター組織の見直しと研究開発センターの位置づけ



【 社会実装 】

プロジェクト研究 <------> 教育・研究・地域連携

（相乗効果） 一体的推進事業

地域連携 < ------> 大学教育

（相乗効果）

【大学主導型研究 】

大学主導型研究
（プロジェクト研究と教育・研究・地域連携一体推進事業）



「地域に特化した保健医療福祉の課題解決」

「政策・実践への直接的な影響」

「地域密着型・社会貢献型」

埼玉県立大学研究開発センターの特長



２０２５年（１０年目）
個人研究から社会実装へと繋がる研究支援のサイクル



研究代表者 研究課題名

研究開発センター
特任助教

久保田圭祐

越谷市『通いの場』の多職種間連携評価 と介護予防効果の科学的
検証

研究開発センター
特任助教

松本優佳

介護者の業務上疾病予防と安全なケア提供のため の機械学習応用
型移乗介助技能評価システムの開発

２０２５年
研究開発センター プロジェクト研究

本日報告

【大学主導型研究 】



「研究開発センタープロジェクト研究」
越谷市『通いの場』の多職種間連携評価 と介護予防効果の科学的検証

【大学主導型研究 】



教員や学生による地域課題の解決への取り組み



研究代表者 研究課題名
共通教育科
教授

浅川 泰宏

民俗学「七夕ウィーク！」の地域連携展示：学生製作の
七夕飾りによる地域社会の 非日常的な景観の創出

共通教育科
教授

上原 美子

未来ある子どもたちの心身の健康づくりを支える地域連携
プロジェクト

作業療法学科
准教授

上原 栄一郎

埼玉県立大学におけるアントレプレナーシップマインド
醸成に向けたプロジェクト(2024年度からの継続）

２０２５年
「教育・研究・地域連携一体的事業」

【大学主導型研究 】



埼玉大学との共同研究



〇共同研究・受託研究の調整、契約、管理

〇展示会・マッチングイベント出展

〇健康経営への支援
健康経営優良法人認定制度※

※事業所における従業員等の健康に配慮した経営を促進する制度。

「健康経営優良法人」に認定されると、「健康経営優良法人」ロゴマークの使用

が可能となる他、自治体や金融機関においてさまざまなインセンティブが受けられる。

健康経営に関する
県内食品会社との共同研究

産業界との連携

強 化



基礎研究から応用研究まで幅広く、テーマも様々

質的研究・量的研究、混合研究など多彩

連携と統合 多様な教員同士のコラボ

大学主導型の研究

本学の教員による研究を連携と統合へ

強 化



社会実装
「現場を支える人を育てる（養成）」＋「現場を支える仕組みを創る（実装）」の循環

地域課題を解決する大学発スタートアップ

大学院生や修了生とともに研究を推進

埼玉県・県内市町村
との連携

強 化

地域の事業所・企業等
との連携

研究成果の効果的な発信

研究成果の「社会実装（事業化）」
と今後の展望

<------> 


